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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

まえがき 

この規格は，産業標準化法に基づき，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本

産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格に従うことは，次の者の有する特許権等の使用に該当するおそれがあるので，留意する。 

－ 氏名：国立大学法人大分大学 

－ 住所：大分県大分市大字旦野原 700 番地 

－ 特許第 5048139 号 

－ 鉄損分布測定装置 

上記の特許権等の権利者は，非差別的かつ合理的な条件でいかなる者に対しても当該特許権等の実施の

許諾等をする意思のあることを表明している。ただし，この規格に関連する他の特許権等の権利者に対し

ては，同様の条件でその実施が許諾されることを条件としている。 

この規格に従うことが，必ずしも，特許権の無償公開を意味するものではないことに注意する必要があ

る。 

この規格の一部が，上記に示す以外の特許権等に抵触する可能性がある。経済産業大臣及び日本産業標

準調査会は，このような特許権等に関わる確認について，責任はもたない。 

なお，ここで“特許権等”とは，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権をいう。 
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赤外線カメラによる鉄心表面の 

損失分布の熱的測定方法 

Thermal measurement method of loss distribution on iron core surfaces by 

means of an infrared camera 

 

1 適用範囲 

この規格は，主に励磁下のステータコア及びロータコアのモータ鉄心表面（側面を含む。）の，損失分布

の赤外線カメラによる熱的測定方法について規定する。 

この規格は，同一又は類似の供試品の損失分布の比較に適用可能である。 

この規格は，変圧器鉄心表面に対しても準用可能である。 

注記 この規格は，鉄心表面の損失の大きな領域を明瞭にすることによって全体損失の少ない鉄心の開

発を促進し，モータ及び変圧器の省エネルギー化に寄与することを目的としている。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。この引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS Z 8103 計測用語 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS Z 8103 による。 

3.1 

赤外線カメラ 

測定対象物からの赤外放射エネルギーを検出し，温度測定及び温度分布のピクセル表示を行うカメラ 

3.2 

比熱 

圧力又は体積一定の条件で，単位質量の物質の温度を単位温度だけ上昇させるのに要する熱量 

注釈 1 単位はジュール毎キログラム毎度［J/(kg･℃)］を用いる。 

注釈 2 比熱を測定する方法は，JIS R 1611 に基づくレーザフラッシュ法，JIS K 7123 に基づく入力補

償示差走査熱量測定及び熱流束示差走査熱量測定，ほかに断熱法，投下法などがある。 


